
インボイス制度による確定申告の環境整備 

6年度はインボイス制度導入後、初めての

確定申告になりますが、円滑な申告手続き

が行われるよう税務署にて 2 割特例の周知

や納税者に対する相談体制を確保します。 

税務手続きのデジタル化推進 

法人が Gビズ IDを入力して e-Taxより申

請等を行う際の識別符号、暗証符号の入力、

電子署名、電子署名に係る電子証明書の送

信を不要とし、国税の納付を行う際の識別

符号、暗証符号の入力を不要とするなど利

便性の向上をはかります。 

隠ぺい・仮装による更正の請求は重加算 

隠ぺい・仮装の事実に基づき更正請求書

を提出している場合は、重加算税の適用対

象となるほか、地方税においても重加算金

の適用対象となります。 

偽りその他不正の行為により国税を免れ

た場合、延滞税の計算期間から一定の期間

を控除する特例が不適用となる措置につい

て隠ぺい・仮装の事実に基づき更正請求書

を提出していた一定の場合が加わります。 

この措置は、令和 7 年１月 1 日以後に法

定申告期限等が到来する国税及び同日以後

に申告書の提出期限が到来する地方税に適

用されます。 

 

偽り・不正行為に対する第二次納税義務 

偽りその他不正の行為により国税や地方

団体の徴収金を免れ、又は還付を受けた株

式会社等に徴収不足が認められたときは、

その株式会社等を支配する役員等は、その

免れ、又は還付を受けた額、又はその株式

会社等の財産のうち、その役員等が移転を

受けたもの及び移転をしたもののいずれか

低い額を限度として第二次納税義務を負う

こととされます。 

この措置は、令和 7 年１月 1 日以後に滞

納となった国税及び同日以後に滞納となっ

た一定の地方団体の徴収金に適用されます。 

保全差押え等の解除期限の整備 

納税義務があると認められる者が不正に

国税や地方団体の徴収金を免れたことの嫌

疑等に基づき処分を受けた場合、税務署長

が決定する金額を限度とした保全差押え、

又はその保全差押金額について提供される

担保に係る国税や地方団体の徴収金につい

て納付すべき額の確定がない場合、その保

全差押え又は担保を解除しなければならな

い期限は、保全差押金額を通知した日から

１年（現行 6月）を経過した日となります。 

この措置は、令和 7 年１月 1 日以後にさ

れる保全差押金額の決定に適用されます。 
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令和６年度税制改正大綱 

納税環境整備編 

隠ぺい・仮装による更正

の請求も重加算税の対象

になります。 
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